
事業費計  （A）

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

153,171 80,392

千円 130,082 185,446 84,744

所要人員（年間）

千円 3,080 2,800 2,240

人

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

事務事業名 通信設備維持管理事業

担当課 情報管理課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

地域情報係
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

290 290 290

290

担当係

15,197

15,500 15,459 15,240

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

1
＜都市基盤＞「郷と郷」｢人と人｣｢物と物｣のつ
ながりがあるまち

1 2 290 290 2901 6
ア 市面積 ㎢

（ 個 別 目 標 ） 3

290 290

15,197 15,197
高度情報化へ対応したまち 主な費目

需用費、役務費、委託料、使用料及び
賃借料、負担金、補助及び交付金

イ 世帯数 世帯
15,500

（ 施 策 ） 1 情報通信技術の活用 成果指標（成果・効果）

（ 基 本 目 標 ） 4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

15,459 15,240

総
合
戦
略

箇所

単位
(目標) (目標) (目標)

15

ア 支障移転箇所

公共ネットワークの高速
無線LAN整備

(2)事業概要

H23 年度～

年度（ 年間）

6年度 7年度

11,442

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト

(A)　＋　(B)

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人件費概算  (B)

(1) 総事業費の推移 単位
2年度

(実績・決算)

一般財源 千円

4年度

その他特定財源 千円

(目標)(目標)

3年度

(計画・予算)

88,706 8,600

国県支出金 千円

118,640 32,275 4,352 3,704 3,879 3,879

8,600 有
効
性
評
価

事業期間

-

(4)評価 所管課による評価

イ

5年度

(実績・決算) (実績・決算) (計画・予算)

対象
情報センター、サブセン
ター、通信伝送路、移動通信
用鉄塔などの機器 -

23 23 23

(目標)

(実績) (実績) (実績)

箇所
23

15

2,240 1,960 1,960

(計画・予算)

200 200

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　災害対応に迅速に対処し、通信障害を最小限に留められ
た。
　政策との整合性としては、高度情報化への対応したまち
として、通信設備の維持管理は必要であると考えられる。
　また、本市は地形的に難視聴地区が存在しており、本事
業が廃止となれば、インターネット、テレビ、携帯電話、
行政告知放送の利用ができなくなるため、情報格差が生じ
多くの市民に影響が生じる。全ての市民が通信インフラを
利用できる環境を維持するため公平性は適正である。

15

129 18

23 23

95

200 -

92,410 12,479 12,479

0.400 0.350 0.3500.550 0.500 0.400

開
始
経
緯

必
要
性

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　携帯電話事業者によるエリア化が実施され、市内の居住
エリアにおける携帯電話不感地域が解消された。
　令和３年７月に設備譲渡が行われ、事業費・人件費の削
減、事業の効率化が図られた。
　譲渡先事業者と綿密な連携が必要となってくる。

実
施
状
況

効
率
性
評
価

事
業
内
容

　地域情報通信基盤整備推進事業により整備された通信設備の管理を行う。

　地域情報通信基盤整備推進事業により整備された通信設備（携帯電話鉄塔、市内全域光ケーブル及び関連施設）の維持管理を行う。
　また、携帯電話不感地域解消のための要望活動を行う。
　しぶし志ネット設備譲渡計画に基づき、地域情報通信基盤設備の一部を民間事業者へ譲渡する。
　公開型ＧＩＳを導入し、地図や画像を利用した分かりやすい行政情報の発信を行う。

14,439 14,439

事
業
目
的

千円 133,162 188,246 86,984 94,650

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　保守管理事業者と連携を取り、災害対応など速やかに対
処した。
　令和３年７月にしぶし志ネット設備（行政告知放送、防
災カメラ等の一部を除く）の民間事業者へ譲渡を行い、譲
渡後４年間においては、機器更新における財政負担（補助
金交付）が発生するが、事業全体の効率化により事業費・
人件費の削減、事業の効率化が図られる。
　また、譲渡先事業者との綿密な連携が必要となる。

成
果

課
題

　民間による高度通信網未整備地域や、携帯電話の利用できない地区、地上デジタル放送難視聴地区の解消
を目的として、平成21年度地域情報通信基盤整備推進交付金・地域活性化・公共投資臨時交付金などにより
整備された。

　⑴　情報センター設備等保守管理業務委託　　　　　3,924,182円　⑵　通信設備除草・告知放送システム設定業務委託　 85,506円
　⑶　告知放送センター設備等賃借料　　　　　　　　6,737,196円　⑷　通信費・保険料　　　　　　　　　　　　　　1,128,579円
　⑸  公開型ＧＩＳ構築業務委託・ＡＳＰ使用料　　　1,507,000円　⑹　公衆無線LANエリア改善業務委託　　　　　　 1,078,000円
　⑺　しぶし志ネット設置譲渡補助金　　　　　　　 70,000,000円

　安定した通信維持を図るため、情報センター設備等の保守管理を行った。　携帯電話不感地域において、携帯電話事業者によるエリ
ア化が実施され、市内の不感地域が解消された。また、公衆無線LANの改善業務により、公的施設のWiFi環境が改善された。
　しぶし志ネット設備譲渡計画に基づき、令和３年７月に地域情報通信基盤設備を民間事業者へ譲渡した。譲渡後も安定的なサービス
の提供が可能となるよう譲渡先事業者へ助成措置を行った。
　インターネット上に公開型GIS「志布志市地図情報システム」を公開しており、現在11テーマ、56レイヤの地図情報を公開している。

　しぶし志ネット設備譲譲渡後も安定的なサービスの提供が可能となるよう譲渡先事業者への助成措置、綿
密な連携を図り、経営及び事業内容を継続して把握する必要がある。

効率化

改
革
改
善
案

　行政告知放送システムについては、制度導入から10年以上経過しており（セン
ター設備は令和２年度に更新）、機器等の老朽化が課題となっている。また、現
告知端末については製造終了となっていることから、現システムに代わる次期情
報伝達システムの導入に向けた検討をする必要がある。

廃止終了拡充 〇 現状維持 改善



事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

15,240

事務事業名 告知放送端末管理事業

担当課 情報管理課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

地域情報係
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

15,520 15,520 15,520

15,426

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

1
＜都市基盤＞「郷と郷」｢人と人｣｢物と物｣のつな
がりがあるまち

1 2 15,520 15,520 15,5201 6
ア 世帯数

（ 個 別 目 標 ） 3 高度情報化へ対応したまち 主な費目 需用費、委託料

15,197

（ 施 策 ） 1 情報通信技術の活用 成果指標（成果・効果）

350 350 350
告知放送端末機器

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

12,928 12,771

ア 修繕等対応件数

イ 告知放送端末総設置件数
12,557

350

15,000 15,000 15,000

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

15,000

284

350 350

227 264

15,000 15,000

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 392 544 720 720 636 636

千円 3,534 3,658 5,814 5,475 5,359 5,359

国県支出金 千円

(4)評価

1,680

6,195

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300

千円 3,926 4,202 6,534

千円 1,680 1,680 1,680 1,680 1,680

5,995

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　設置費用の一部を市民負担とすることで事業費の削減につ
ながっている。機器の故障については経過年数に伴う故障な
どが発生するため削減の余地はない。
　設置及び修繕業務については業務委託しており、委託業者
と綿密に連携を図り、速やかな対応を行っている。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　設置費用の一部有償化については、賛否両論の意見があ
る。
　高度情報化への対応したまちの一環として行政告知放送を
受信できる機器であり、約83％の世帯に設置されており、事
業を廃止した場合は行政情報伝達手段としての有効性が低下
するため影響は多大である。
　類似事業としては、防災行政無線放送があるが、本機器は
屋内向けとしており、また放送内容についても連携をとって
いる。

効率化 廃止終了

5,995

0.300

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト 事業期間
H23 年度～

年度（ 年間）

5,882 8,214 7,875 7,675 7,675

(2)事業概要

事
業
目
的

　行政告知放送端末の設置と管理を行う。

事
業
内
容

　「行政告知放送端末」の設置及び故障等への対応。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 5,606

開
始
経
緯

必
要
性

　平成21年度地域情報通信基盤整備推進事業の一環として整備された。

実
施
状
況

令和４年度実績
　⑴　行政告知放送端末に係る修繕（災害修繕を含む）447件　4,419,140円
　⑵　行政告知放送端末設置（公共施設設置を含む）　 14台　　737,165円

成
果

　行政告知放送端末設置申込みのあった14台の端末設置、端末の設定変更など202件の修繕対応を行った。
　また、住民異動窓口での周知・確認により、使用しなくなった端末の回収の徹底が図られ、未利用端末の有
効活用が図られた（端末239台を回収）。

改
革
改
善
案

　設置費用の一部有償化によるコスト削減が図られたが、今後はさらに人件費削減
を目指し、全て委託することへの妥当性を検討する必要がある。
　設置費用の一部有償化により、設置申込件数が減少しているため、告知端末設置
の必要性について、周知を図り利用促進に努める必要がある。

課
題

　引き続き、端末設置の必要性を周知し利用促進に努める必要がある。
　併せて、使用しなくなった端末の返却についても周知し、端末の回収・有効活用に努める。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　全世帯の設置を目標としており、全ての市民へ行政情報を
速やかに提供することを目指す。
　居住者が不在となり利用されなくなった端末が増えつつあ
り、機器の撤去件数が増加傾向である。

〇



事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

5

事務事業名 統計調査事務

担当課 情報管理課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

地域情報係
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

9 8 7

8

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

1 2 8 5 65 1
ア 調査種類 種

（ 個 別 目 標 ） 主な費目 報酬、需用費、委託料

1 2 5 2 6

（ 施 策 ） 成果指標（成果・効果）

100 100 100
調査対象世帯及び調査対象事業所

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア 平均回収率 ％

イ

100

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

98

100 100

96 85

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 532 71 73

国県支出金 千円

(4)評価

14,175

5,040

3,482

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.900 0.500 0.500 0.700 0.900

千円 14,851 1,862 1,186

千円 5,040 2,800 2,800 3,920 5,040

14,319 1,791 1,113 3,482 5,841

5,841

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　職員の人件費を除くほぼ全てを県支出金で処理しており、
事業費削減の余地はない。
　県統計課及び調査員等と綿密に連携を図り、重大事件が発
生しないよう、また、調査の回答率・回答精度向上に引き続
き努める必要がある。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　様々な媒体を使用し調査への協力を依頼しているが、調査
回答が得られないことが多く、統計調査への理解をいただけ
るような広報を進めていく必要がある。
　統計法に基づく法定受託事務であり、事業の廃止はできな
い。

効率化 廃止終了

14,175

0.900

（ 施 策 ） 事業期間
H18 年度～

年度（ 年間）

4,662 3,986 7,402 10,881 19,215

(2)事業概要

事
業
目
的

　統計法に基づく統計調査を実施し、国や自治体における行政施策を立案するための基礎資料として用いられ
るほか、国民の共有財産として幅広い分野で利用される。

事
業
内
容

・統計法に基づく統計調査の実施
・統計調査についての広報

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 19,891

開
始
経
緯

必
要
性

　平成19年、公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有効性の確保を図るため、統計法の全部が改正され
た。

実
施
状
況

　⑴　教育統計調査：５月１日基準、学校に関する調査　　　　　　　⑹　住宅・土地統計調査単位区設定
　⑵　県人口移動調査：毎月１日基準、人口及び世帯数調査
　⑶　経済センサス調査区管理：経済センサス調査区の管理事務
　⑷　就業構造基本調査
　⑸　統計調査員確保対策事業：統計調査員の確保事務及び登録管理

成
果

　公的統計の作成及び提供に関し、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与するための各種調査につ
いて実施できた。 改

革
改
善
案

　調査員や指導員の確保が困難になっており、登録制度を活用して安定的な調査員
等の確保に努める必要がある。
　調査への理解・協力をいただけるような広報に努める必要がある。
　事務改善のためにも、インターネット回答や郵送提出を推奨し、調査に協力を得
られるよう対象者への周知を講じる必要がある。

課
題

　調査員や指導員の確保を図るため、登録制度の周知に引き続き努める必要がある。併せて、統計調査に協力
を得られるよう、統計に関する情報発信、統計調査の実施などの周知に努める。
　国土交通省による統計調査の不正処理により、今後実施する統計調査に対し不信感を持つ対象者が増えるこ
とが考えられるため、調査員への説明や対象者への周知など対策を講ずる必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　煩雑化する調査内容を十分に理解し、調査対象者からの質
問等に柔軟な対応ができる調査員の人員確保が課題である。
　個人情報が含まれる調査項目への回答を拒否する場合もあ
るため、調査への協力について理解していただけるよう周知
が重要である。
　また、新型コロナウイルスの流行以降、様々な意識の変化
により、対面調査への協力が困難となっており、調査員への
説明や対象者への周知など対策を講じる必要がある。


